令和６年度指導者育成事業「事務処理留意事項」

１　該当事業

　　各種指導者、審判員養成講習会及び研修会

　　※スポーツ協会員以外も対象とすること。

２　支出対象
　　県スポーツ協会主催事業、県スポーツ協会加盟団体主催事業、市スポーツ協会加盟団体

主催事業

３　助成額
　　１団体４万円を限度とする。
　　※各団体の事業内容、育成事業全体予算の状況によってはこの限りではない。

　　※申請後助成額を決定する。４万円を超える事業を実施予定の団体は助成額を含めた総額で申請すること。

【対象経費及び限度額】
　ア　会場使用料
　　　限度額：特になし

　イ　講師・役員謝礼
　　　限度額：外部講師（加盟団体以外）については１日２０，０００円（１人）。

　　　　　　　内部講師（加盟団体会員）については１日４，０００円（１人）。

　　　　　　　役員謝礼については１日２，０００円（１人）。

　　　※弁当・飲み物を提供する場合は謝礼金額に含むこと。ただし、弁当については半日で終了する事業は不可とする。

　ウ　会議費
　　　事業準備等の打合せに係る経費（会議室使用料）

　エ　旅費

　　　行先、方法（自家用車、電車等）を領収書等に明記すること。

　　　限度額：１日２，５００円（１人）を限度。

　オ　用品費
　　　出来るだけ団体等所有の用品で実施すること。

　　　限度額：１０，０００円

　カ　通信・運搬費
　　　要項発送等に係る経費（切手、郵送代）

　　　限度額：５，０００円

　キ　指導者講習会等参加費
　　　原則参加費の１／２までとし、講習会等の内容によっては対象外経費とすることもある。

　　　限度額：１回５，０００円（１人） 

　ク　事務費
　　　事務用品（用紙・筆記用具）、コピー、保険、現像、医薬品代等。

　　　限度額：５，０００円

４　対象外経費
　　食糧費、参加者景品代、審判取得費・登録料、地区会費等、書籍（ルールブック等）

５　証拠書類などの整備
　　必ず領収書は完備すること。謝礼・旅費については個人領収書又は一覧表を作成し、受領者本人の捺印(署名･可)を必要とする。

令和６年度少年スポーツ育成事業「事務処理留意事項」

１　該当事業

　　少年（中学生以下）を対象とする事業で、スポーツ協会が後援し加盟団体が主催するも

の。

　　※スポーツ協会員以外も対象とすること。

２　支出対象
　　講習会、教室及び大会事業

３　助成額
　　１団体２万円を限度とする。
　　※各団体の事業内容、育成事業全体予算の状況によってはこの限りではない。

　　※申請後助成額を決定する。２万円を超える事業を実施予定の団体は助成額を含めた総額で申請すること。

　　【対象経費及び限度額】
　ア　会場使用料
　　　限度額：特になし

　イ　講師・役員（審判）謝礼
　　　限度額：外部講師（加盟団体以外）については１日１０，０００円（１人）。

　　　　　　　内部講師（加盟団体会員）については１日３，０００円（１人）。

　　　　　　　役員謝礼については１日２，０００円（１人）。

　　　※弁当・飲み物を提供する場合は謝礼金額に含むこと。ただし、弁当については半日で終了する事業は不可とする。

　ウ　会議費
　　　事業準備等の打合せに係る経費（会議室使用料）

　エ　旅費

　　　行先、方法（自家用車、電車等）を領収書等に明記すること。

　　　限度額：１日２，５００円（１人）を限度。

　オ　用品費
　　　出来るだけ団体等所有の用品で実施すること。

　　　限度額：５，０００円

　カ　通信・運搬費
　　　要項発送等に係る経費（切手、郵送代）

　　　限度額：２，０００円

　キ　事務費
　　　事務用品（用紙・筆記用具）、コピー、保険、現像、医薬品代等。

　　　限度額：５，０００円

４　対象外経費
　　食糧費、参加者景品代、審判取得費・登録料、地区会費等、書籍（ルールブック等）

５　証拠書類などの整備
　　必ず領収書は完備すること。謝礼・旅費については個人領収書又は一覧表を作成し、受領者本人の捺印（署名･可）を必要とする。

